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Ⅰ はじめに

平成26年11月、まち・ひと・しごと創生法が制定・公布され、地方公共団体におい

ては当該地方公共団体の人口動向を分析し、将来展望を示す「地方人口ビジョン」と、

それを基に今後５カ年の目標、基本的な方向性や施策を提示する「まち・ひと・しご

と創生に関する施策についての基本的な計画」（以下、「地方版総合戦略という。）の

策定に努めることとされた。

本書は、国の長期ビジョン、北海道の人口ビジョンを勘案しつつ、本村人口の現状

を分析し、今後目指すべき方向と将来展望を提示するものである。

Ⅱ 人口分析・人口推計の基礎

１ 人口変動の三要素

○人口変動の三要素

・ 人口は、出生・死亡・移動の「人口変動の三要素」によってのみ変動する。

・ 移動は転入と転出に分けることができ、前者が多ければ増加し、後者が多けれ

ば減少する。

○人口変動の三要素に影響を及ぼす属性

・ 人口変動の三要素は、男女、年齢、配偶関係、職業、居住地域などの影響を受

けるが、多くの属性の将来変化を推計することは難しく、一般的には男女、年齢

別の人口を基礎として推計が行われている。

○コーホート（同時出生集団）要因法

・ コーホート要因法は、基本的な属性である男女、年齢別のある年の人口を基準

として出生・死亡・移動に関する将来の仮定値を当てはめて推計する方法である。

・ 本稿で活用している「国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」とい

う。）の「日本の地域別将来推計人口」もコーホート要因法に基づいている。

・ すなわち、国勢調査から得られる市町村の男女５歳階級別人口を基準とし、出

生に関する仮定値として子ども女性比(*)及び０～４歳性比(*)を、死亡に関する

仮定値として生存率を、移動に関する仮定値として純移動率を設定して将来人口

推計を行っている。

(*)子ども女性比：15～49歳女性人口に対する０～４歳人口の比

０～４歳性比：０～４歳人口について、女性の数に対する男性の数の比を100とした指数で表

したもの

２ 分析・推計の具体的な方法

○まず、基準人口を設定し、次に将来の子ども女性比、将来の０～４歳性比、将来の

生存率、将来の純移動率の仮定値を設定する。

○次に、基準人口に生存率の仮定値と純移動率の仮定値の和を乗じ、５年後の人口を
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算出する。

○０～４歳人口（男女別）は、推計された15～49歳女性人口に子ども女性比の仮定値

及び０～４歳性比の仮定値を乗じて算出する。

【例】

2010年 2015年 2020年

0- 4 X Y1 1

5- 9 X X2 1+5

10-14 X X X3 2+5 1+10

15-19 X X X4 3+5 2+10

・ 2010年に「0-4歳」は、2015年に「5-9歳」の欄に移行するが、５年間における人口変動は「死

亡」と「転入・転出」である。

X ＝ X ×｛（１－死亡率）+（転入率－転出率）｝1+5 1

・ 2015年の「0-4歳」Y は、「子ども女性比」「０～４歳性比」によって算出する。1
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Ⅲ 調査分析

１ 人口動向分析

[1] 時系列による人口動向分析

(1) 総人口の推移【図表１】

○本村の人口は、戦後増加の一途をたどったが、1955年（昭和30年）の5,640人（国勢

調査）をピークに減少へ転じた。

○1960年（昭和35年）から1970年（昭和45年）頃の減少が特に著しく、10年間で1,655

人、32％が減少している（5,855人（1960）→3,512人（1970））。

○その後、現在まで減少の傾きこそ緩やかになったものの、減少傾向に歯止めはかか

っていない。

○その結果、人口ピーク時5,640人（1955年 国調）から1,369人（2010年 国調）ま

での55年間で、人口規模は１／４に縮小している。

(2) 年齢３区分別人口の推移【図表２】

○年少人口は、1950年（昭和25年）の2,272人をピークに減少している。総人口に占め

１９２０ １９２５ １９３０ １９３５ １９４０ １９４５ １９５０ １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７５

人口 ４，２３３ ３，７８２ ４，４２２ ４，２０５ ３，８０２ ４，５５９ ５，４４５ ５，６４０ ５，１６７ ４，５２４ ３，５１２ ２，７１２

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５ ２０４０

２，４４４ ２，２３７ ２，０５７ １，９２８ １，７６４ １，５１１ １，３６９ １，２３５ １，１１５ １，００３ ８９４ ７９９ ７１４
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る割合は、1950年で41.7％であったが、2010年（平成22年）は11.5％であり、その

減少のスピードは著しい。

○生産年齢人口は、1955年（昭和30年）の3,105人をピークに減少しているが、総人口

の減少率よりは緩やかである。総人口に占める割合は、1995年（平成７年）までは

６割を超えていたが、2010年（平成22年）には54.1％と減少している。

○老齢人口は、1960年（昭和30年）以降増加傾向にあり、総人口に占める割合も1960

年には4.5％であったものが、2010年（平成22年）には34.4％に達しており、その増

加傾向に歯止めがかかる見込みはない。

(3) 出生・死亡、転入・転出の推移【図表３】

(4) 総人口の推移に与えてきた自然増減と社会増減の影響【図表4-2】

○1989年（平成元年）までは、出生数と死亡数が拮抗する一方、転出が転入を上回る

社会減が顕著であり、特に1974年（昭和49年）までは毎年人口の３～８％が減り続

年度 １９２０ １９２５ １９３０ １９３５ １９４０ １９４５ １９５０ １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７５

総人口 ４，２３３ ３，７８２ ４，４２２ ４，２０５ ３，８０２ ４，５５９ ５，４４５ ５，６４０ ５，１６７ ４，５２４ ３，５１２ ２，７１２

年少人口 － － － － － － ２，２７２ ２，２６３ １，９７３ １，４３１ ８８３ ６４８

生産年齢人口 － － － － － － ２，９１３ ３，１０５ ２，９６４ ２，８４２ ２，３３７ １，７７４

老年人口 － － － － － － ２６０ ２７２ ２３０ ２５１ ２９２ ２９０

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５ ２０４０

２，４４４ ２，２３７ ２，０５７ １，９２８ １，７６４ １，５１１ １，３６９ １，２３５ １，１１５ １，００３ ８９４ ７９９ ７１４

５１４ ３７１ ３１０ ２６０ ２２９ １７４ １５７ １２４ １０４ ８７ ７１ ６２ ５７

１，６２０ １，５０６ １，３４４ １，１９４ １，０２３ ８４８ ７４１ ６６０ ５７７ ５０４ ４３４ ３７６ ３１９

３１０ ３６０ ４０３ ４７４ ５１２ ４８９ ４７１ ４５１ ４３４ ４１２ ３８９ ３６１ ３３８
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ける大幅な転出超過であったが、その後社会減は１～３％台へと多少鈍化した。

○1990年（平成２年）以降は、自然増減もマイナスへ転じ、社会減・自然減合わせて

毎年１～２％の人口減少が続いている。

○なお、1978年（昭和53年）、1995年（平成７年）、2009年（平成21年）に社会増が見

られるが（各29人、24人、14人）、福祉施設の開設、増設、職員増員の特殊事情に

よる。

１９２０ １９２５ １９３０ １９３５ １９４０ １９４５ １９５０ １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７５

総人口 ４，２３３ ３，７８２ ４，４２２ ４，２０５ ３，８０２ ４，５５９ ５，４４５ ５，６４０ ５，１６７ ４，５２４ ３，５１２ ２，７１２

転入数 － － － － － － － － － － ２０２ １４３

転出数 － － － － － － － － － － ４８３ ２０３

出生数 － － － － － － － － － － ４１ ３４

死亡数 － － － － － － － － － － ２４ １６

１９８０ １９８５ １９９０ １９９５ ２０００ ２００５ ２０１０ ２０１５ ２０２０ ２０２５ ２０３０ ２０３５ ２０４０

２，４４４ ２，２３７ ２，０５７ １，９２８ １，７６４ １，５１１ １，３６９ １，２３５ １，１１５ １，００３ ８９４ ７９９ ７１４

１３０ １０８ １０２ １３０ ４９ ５４ ４７ － － － － － －

１６４ １６０ １０７ １０６ ５５ ８８ ６１ － － － － － －

２３ １６ １２ ７ １２ ５ ９ － － － － － －

１６ １５ １６ １８ ２２ １２ １８ － － － － － －

1970～1974 1975～1979 1980～1984 1985～1989 1990～1994 1995～1999 2000～2004 2005～2009 2010～2013

社会増減Ave. ▲１７０ ▲４５ ▲４２ ▲４２ ▲３０ ▲１６ ▲２７ ▲３０ ▲１３

自然増減Ave. １０ ９ ３ ▲　１ ▲　６ ▲　７ ▲１１ ▲　７ ▲１１
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(5) 年齢階級別の人口移動の状況【図表５】

○本村においては、長期的に社会減の傾向が続いており、高校・大学卒業時に就職の

ため転出する層（15～19歳、20～24歳）と、高齢により施設等へ入所するため転出

する層（７０歳～）の転出超過傾向がある。

○なお、2012年（平成24年）以降、少子化の影響で学卒転出者が従前に比較して減っ

たため、15～24歳層で転出・転入が一時的に拮抗している。また、2012年は70歳以

上の転出・転入がともに皆無であった。

2010 2011 2012 2013

０～９歳 ▲　４ ０ ▲　６ ▲　１

10～19歳 ▲　９ ▲　５ ▲　２ １

20～29歳 ２ ▲　８ ２ ０

30～39歳 ▲　３ ▲　２ ▲　３ ５

40～49歳 ▲　７ ３ ４ ▲　３

50～59歳 ３ ▲　２ ５ ▲　４

60～69歳 ▲　３ ▲　２ ０ ▲　１

70～79歳 ▲　２ ０ ０ ▲　１

80～89歳 ▲　４ ▲　１ ０ ▲　７

90歳～ ０ ▲　２ ０ ▲　７

合計 ▲２７ ▲１９ ０ ▲１８
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(6) 地域ブロック別の人口移動の状況【図表６】

○本村からの転出超過は、学卒者の就職並びに高齢者の施設入所によるものが多く、

転出先は管内及び道内（なかでも石狩、上川）が多い。

○なお、2012年（平成24年）は学卒者が少なく、高齢者の施設入所のための転出が皆

無だったため、転勤や新規採用による石狩、宗谷、関東からの転入数がプラスとな

っているが、例外的なケースといえる。

(7) 総人口及び年齢３区分別人口の将来推計

○社人研の推計によれば、今後人口は急速に減少を続け、2040年（平成52年）には、7

14人（2014年から45.0％減少）になると推計されている。

○母親世代人口の減少、学卒者の流出傾向は今後も続くものと思われ、少子高齢化の

流れは止まらず、「社会減」「自然減」が相まって進むものと考えられる。

2010 2011 2012 2013

管　内 ▲１６ ▲　２ ▲１２ ▲　９

空　知 ▲　１ ２ ▲　３ １

石　狩 ▲　４ ▲　６ ５ ▲１８

上　川 ▲　５ ▲１０ ▲　３ １

宗　谷 ▲　１ ２ ７ ６

その他

道　内

０ １ １ １

関　東 １ ▲　５ ７ ２

その他

道　外

▲　１ ▲　１ ▲　２ ▲　２

合　計 ▲２７ ▲１９ ０ ▲１８
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[2] 年齢階級別の人口移動分析

(1) 性別・年齢階級別人口移動の最近の状況【図表7-1、7-2】

○2005年（平成17年）→2010年（平成22年）を例にすると、男女とも10～14歳から15

～19歳になるとき、大幅な転出超過となっている。

○これは高校卒業時（就職時）における転出の影響と考えられる。

男 2005→2010年

0～4歳→

5～9歳

2 45～49歳→

50～54歳

3

5～9歳→

10～14歳

-3 50～54歳→

55～59歳

1

10～14歳→

15～19歳

-11 55～59歳→

60～64歳

-7

15～19歳→

20～24歳

2 60～64歳→

65～69歳

0

20～24歳→

25～29歳

3 65～69歳→

70～74歳

-4

25～29歳→

30～34歳

-6 70～74歳→

75～79歳

-3

30～34歳→

35～39歳

-2 75～79歳→

80～84歳

-4

35～39歳→

40～44歳

-4 80～84歳→

85～89歳

-4

40～44歳→

45～49歳

-1 85～89歳→

90歳～

1

女 2005→2010年

0～4歳→

5～9歳

-2 45～49歳→

50～54歳

0

5～9歳→

10～14歳

4 50～54歳→

55～59歳

-5

10～14歳→

15～19歳

-13 55～59歳→

60～64歳

-5

15～19歳→

20～24歳

-2 60～64歳→

65～69歳

-2

20～24歳→

25～29歳

-3 65～69歳→

70～74歳

-1

25～29歳→

30～34歳

-1 70～74歳→

75～79歳

-6

30～34歳→

35～39歳

3 75～79歳→

80～84歳

-4

35～39歳→

40～44歳

-5 80～84歳→

85～89歳

-1

40～44歳→

45～49歳

-1 85～89歳→

90歳～

-4
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(2) 年齢階級別の人口移動の状況の長期的動向【図表8-1、8-2】

○1980年（昭和50年）

以降、男女とも10

～14歳から15～19

歳になるとき、並

びに15～19歳から

20～24歳になると

きに、大幅な転出

超過となっている。

○これは高校卒業時

（就職時）におけ

る就職等による転

出の影響であり、

1980年以降一貫し

ている。



- 10 -

２ 将来人口推計

[1] 将来人口推計

○将来人口を次の２つのパターンで推計した。なお、検討に用いる期間は2015～2040

年とし、2045～2060年の推計値がある場合は参考まで表に記載する。

＜パターン１＞：社人研推計準拠

出産に関する仮定：

2010年（平成22年）の全国と村の「子ども女性比」(*)の比率が2015年（平成27

年）以降も一定であると仮定。

(*)「子ども女性比」：15～49歳女性人口に対する0～4歳人口の比

死亡に関する仮定：

「55～59歳→60～64歳」以下は全国と北海道の生存率の比(*)から、それより上

の年齢層は北海道と村の生存率の比(*)から算出される率を村の生存率として適

用。

(*)「生存率の比」：2005年（平成17年）→2010年（平成22年）の全国、北海道、村の生存率

の比

移動に関する仮定：

2005年（平成17年）→2010年（平成22年）の国勢調査から算出される純移動率

が2015年（平成27年）以降縮小するものと仮定。社人研が人口３千人未満の市

町村に用いた仮定値を適用。

＜パターン２＞：日本創成会議推計準拠

出産に関する仮定：

パターン１に同じ

死亡に関する仮定：

パターン１に同じ

移動に関する仮定：

2005年（平成17年）→2010年（平成22年）の国勢調査から算出される純移動率

が縮小せず、2035年（平成47年）→2040年（平成52年）まで同水準で推移する

と仮定（パターン１より純移動率（減少率）が大きくなる）。

(1) パターン１とパターン２の総人口推計の比較【図表９】

○パターン１（社人研推計準拠）とパターン２（日本創成会議推計準拠）による2040

年（平成52年）の総人口は、それぞれ 714人、601人である。

○村は転出超過基調にあり、純移動率が縮小しないと想定するパターン２では、より

人口減少が進む推計値になる。
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(2) 人口減少段階【図表10】

○パターン１のデータから年齢３区分別人口の推移は次のとおり推計される。

○人口減少の段階は、一般的に次の３つの段階を経過して進行するとされている。

第１段階：老年人口の増加（総人口の減少）

第２段階：老年人口の維持・微減

第３段階：老年人口の減少

２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年 ２０４０年 ２０４５年 ２０５０年 ２０５５年 ２０６０年

パターン1 １，３６９ １，２３３ １，１１７ １，００１ ８９６ ８０１ ７１４ ６３２ ５５６ ４８６ ４２４

パターン２ １，３６９ １，２３３ １，０９３ ９５２ ８２３ ７０７ ６０１ － － － －

2010年 2040年

2010年を

100とし

た場合の

2040年の

指数

老年

人口
471 338 71.8

生産

年齢

人口

741 319 43.0

年少

人口
157 57 36.3

総

人口
1,369 714 52.2
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○村の人口減少段階は、「第３段階」にある。

(3) 人口減少率

○パターン１のデータから村の総人口の推移は次のとおり推計される。

○村の2040年（平成52年）の総人口は、2010年（平成22年）の52％になると推計され

る。

２０１０年 ２０２０年 ２０３０年 ２０４０年

総人口 １，３６９ １，１１７ ８９６ ７１４

指数 100.0 81.6 65.4 52.2
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[2] 将来人口に及ぼす自然増減、社会増減の影響度の分析

○国から提供されているデータを基に、自然増減（出生・死亡）や社会増減（人口移

動）について、いくつかの仮定条件を設定し、将来人口がどのような影響を受ける

かシミュレーションを行う。

＜基データ＞：パターン１（社人研推計準拠）

＜シミュレーション１＞：合計特殊出生率(*)が人口置換水準(*)程度まで上昇すると

仮定（2010年 1.21、2015年 1.30、2020年 1.50、2025年 1.80、2030年以降 2.

10）。

(*)「合計特殊出生率」：15～19歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの。一人の女性が

一生の間に産む子ども数に相当する。

(*)「人口置換水準」：人口を長期的に一定規模で保てる水準

＜シミュレーション２＞：シミュレーション１の仮定に加え、人口移動が均衡する(*)

と仮定。

(*)「人口移動が均衡」：転入・転出数が同数となり、移動がゼロになる場合

(1) 自然増減、社会増減の総人口への影響度【図表11】

○シミュレーション１における人口への影響は次のとおりである。

シミュレーション１における2040年の総人口
＝

742人
×100 ＝ 103.9％

パターン１における 〃 714人

○本村においては、合計特殊出生率が人口置換基準まで上昇しても、人口への影響は

3.9％にすぎない。自然増の総人口への影響度はさほど大きくない、といえる。

○シミュレーション２における人口への影響度は次のとおりである。

シミュレーション２における2040年の総人口
＝

959人
×100 ＝ 129.2％

シミュレーション１における 〃 742人

○本村においては、転入・転出が均衡すれば、人口へ29.4％の影響を及ぼす。社会増

の総人口への影響度は比較的大きい、といえる。

２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年 ２０４０年 ２０４５年 ２０５０年 ２０５５年 ２０６０年

パターン1 １，３６９ １，２３３ １，１１７ １，００１ ８９６ ８０１ ７１４ ６３２ ５５６ ４８６ ４２４

パターン２ １，３６９ １，２３３ １，０９３ ９５２ ８２３ ７０７ ６０１ － － － －

シミュレーション１ １，３６９ １，２２９ １，１１３ １，００４ ９０８ ８２２ ７４２ ６６８ ５９７ ５３３ ４７８

シミュレーション２ １，３６９ １，３０１ １，２２５ １，１４８ １，０８１ １，０１８ ９５９ ９０４ ８４９ ７９９ ７５８
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(2) 人口構造【図表12】

○2010年→2040年の増減率

を年齢３区分ごとにみる

と、0～14歳人口の減少

率が、パターン１では△

63.7％であったものが、

シミュレーション１では

△46.5％に縮小しており、

さらにシミュレーション

２においては△24.2％ま

で縮小している。また、

その改善傾向は、0～4歳

人口において顕著である。

○20～39歳女性人口の減少率は、シミュレーション１ではパターン１と変わらないが

シミュレーション２では３／５程度に縮小する。

○構成比をみると、パターン１では少子高齢化が一層進むことが推計されているが、

シミュレーション１では高齢化率が若干改善すること並びに0～14歳の構成比が2010

年と同程度に維持することが読み取れる。さらに、シミュレーション２では0～14歳

の構成比が改善方向に転じることが推計される。

(3) 老年人口比率の変化【図表13】

○パターン１における老年人口の総人口に占める割合は、2040年の47.3％まで漸増す

る。
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○2040年の老年人口の割合は、シミュレーション１が45.5％、シミュレーション２が4

3.6％であり、ともにパターン１よりも改善する。

○参考まで2060年までの老年人口の割合をみると、パターン１、シミュレーション１、

シミュレーション２ともに2040年をピークに減少へ転じ、特にシミュレーション２

では2060年に31.7％となり、2010年を下回ると推計される。
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[3] 将来人口、村独自集計【図表14】

○村人口ビジョン策定の検討材料として、次の仮定下でシミュレーションを行った。

＜シミュレーション３＞

・合計特殊出生率の効果を前倒しで見込み、2020年（平成32年）1.5を2.1に、2025

年（平成37年）1.8を2.1と仮定。

・それ以外の仮定条件はパターン１と同じ。

＜シミュレーション４＞

・毎年、若い世代の夫婦１組または将来結婚することが期待できる男女各１人が転

入すると仮定（2015年から毎年20～24歳の男女各１人が増加するとしてシミュレ

ーションした）。

・それ以外の仮定条件はパターン１と同じ。

＜シミュレーション５＞

・毎年、若い世代の夫婦２組または将来結婚することが期待できる男女各２人が転

入すると仮定（2015年から毎年20～24歳の男女各２人が増加するとしてシミュレ

ーションした）。

・それ以外の仮定条件はパターン１と同じ。

２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年 ２０４０年 ２０４５年 ２０５０年 ２０５５年 ２０６０年

パターン1 １，３６９ １，２３３ １，１１７ １，００１ ８９６ ８０１ ７１４ ６３２ ５５６ ４８６ ４２４

シミュレーション３ １，３６９ １，２２９ １，１２５ １，０２１ ９２５ ８３８ ７５７ ６８５ ６１６ ５５３ ４９９

シミュレーション４ １，３６９ １，２３１ １，１２７ １，０３１ ９５０ ８８１ ８１８ ７６２ ７０９ ６６３ ６２５

シミュレーション５ １，３６９ １，２３３ １，１４０ １，０５８ ９９２ ９３９ ８９４ ８５６ ８２１ ７９３ ７７３
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○2040年の人口は、パターン１が714人、シミュレーション３が757人（対パターン１

＋43人）、シミュレーション４が818人（〃 ＋104人）、シミュレーション５が894

人（〃 ＋180人）である。

○合計特殊出生率が劇的に改善すると仮定（2020年目標値 1.50→2.10）しても、その

効果は限定的である。

○一方、若い年齢層（15～19歳、20～24歳）の転出超過が著しい本村においては、毎

年20～24歳の男女が各１～２人転入することにより総人口減少の度合いが大幅に改

善する、といえる。
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Ⅳ 人口の将来展望（目標設定）

本村における人口変動要素について、次の仮定値（目標）を設定し将来の人口推移

を展望する。

①合計特殊出生率

2010年に１．２１だった合計特殊出生率が、2030年まで漸増し、同年以降には人口

置換水準を上回ると設定する。

【設定】2015年１．３０ 2020年１．５０ 2025年１．８０ 2030年～２．１０

②純移動率

2015年以降、毎年男女20～24歳がそれぞれ２名（計４名）が新たに転入してくると

設定する。なお、従前であれば転出したであろう学卒者が施策効果により村内に就

職する場合もこれに含める（村内の各事業所が退職者等の欠員補充のため新規採用

する場合は含めない）。

※四捨五入により合計が合わない場合がある

２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年 ２０４０年 ２０４５年 ２０５０年 ２０５５年 ２０６０年

パターン1 総人口 １，３６９ １，２３３ １，１１７ １，００１ ８９６ ８０１ ７１４ ６３２ ５５６ ４８６ ４２４

年少人口 １５７ １２４ １０４ ８６ ７１ ６２ ５７ ５３ ４８ ４１ ３５

比率 １１．５ １０．０ ９．４ ８．６ ８．０ ７．８ ８．０ ８．４ ８．６ ８．５ ８．３

生産年齢人口 ７４１ ６５９ ５７７ ５０２ ４３５ ３７７ ３１９ ２８３ ２６１ ２３１ ２１２

比率 ５４．１ ５３．５ ５１．７ ５０．２ ４８．６ ４７．１ ４４．６ ４４．７ ４７．０ ４７．５ ４９．９

老年人口 ４７１ ４５０ ４３５ ４１３ ３８９ ３６１ ３３８ ２９７ ２４７ ２１４ １７７

比率 ３４．４ ３６．５ ３８．９ ４１．３ ４３．４ ４５．１ ４７．３ ４６．９ ４４．５ ４４．０ ４１．８

シミュレーション５ 総人口 １，３６９ １，２３３ １，１４０ １，０５８ ９９２ ９３９ ８９４ ８５６ ８２１ ７９３ ７７３

年少人口 １５７ １２０ １０４ ９７ １０４ １１３ １２２ １２７ １２８ １２７ １２４

比率 １１．５ ９．７ ９．１ ９．１ １０．５ １２．１ １３．６ １４．９ １５．６ １６．０ １６．１

生産年齢人口 ７４１ ６６３ ６０２ ５４８ ４９９ ４６４ ４３４ ４３２ ４４６ ４５２ ４６８

比率 ５４．１ ５３．８ ５２．８ ５１．８ ５０．２ ４９．４ ４８．６ ５０．５ ５４．３ ５７．１ ６０．５

老年人口 ４７１ ４５０ ４３５ ４１３ ３８９ ３６１ ３３８ ２９７ ２４７ ２１４ １８１

比率 ３４．４ ３６．５ ３８．１ ３９．１ ３９．２ ３８．５ ３７．８ ３４．６ ３０．１ ２７．０ ２３．４
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仮定値①、②を達成し

た場合、パターン１（社

人研推計）と比較して、

2040年時点で、

○人口は８９４人であり、

１８０人（25.2％）改

善する。

○老年人口（比率）は３３８人（37.8％）であり、±０人（9.5％）改善する。

○生産年齢人口（比率）は４３４人（48.6％）であり、１１４人（4.0％）改善する。

○年少人口（比率）は１２２人（13.6％）であり、６５人（5.6％）改善する。

人口の将来展望（目標設定）：８９４人（2040年）

【設定】①合計特殊出生率：1.30（2015年） 1.50（2020年） 1.80（2025年）
2.10（2030年）

②転出超過の改善：2015年以降、毎年男女20～24歳がそれぞれ２名が新た
に転入する。


